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研究成果の概要（和文）：インターネットで大規模調査を行い、社会的効用のパラメーターを仮

想選択実験から推計した。特に、比較対象が変化したときに社会的効用の効用関数パラメータ

ーがどの様に変化するのか、また、被験者の個人属性によって効用関数のパラメーターがどの

様に違うのかを明らかにすることができた。同じ実験から、日本においては「イースターリン

の逆説」が成立するほど、社会的効用の平均的な効果は大きくないことが発見された。 

 

研究成果の概要（英文）：I conducted an internet-based large-scale survey of hypothetical 

choice experiment on the relative utility hypothesis which posits that human being make 

decisions taking into account not only their own conditions but also consequences of their 

behavior on social interactions. I showed that not only the intensity but also the 

distribution of relative utility are different across specific comparison benchmarks, 

and across types of reference groups people are facing in the experiments. The relative 

utility effect among Japanese respondents is found to be not as strong as can validate 

the Easterlin paradox. 
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１． 研究開始当初の背景 

 

これまで社会的効用の効用関数パラメータ

ーは、「幸福の経済学」の手法で推計されて

いた。しかし、主観的満足度という特殊なデ

ータを用いるため、推計されたパラメーター

を経済学の理論分析で用いることの是非に

ついては多くの批判的な議論がなされてい

た。 

 

２． 研究の目的 

 

理論研究で用いることの出来る、社会的効用

の効用関数パラメーターの推計を行うこと

が目的であった。そのため、理論と整合的な

実験枠組みを提唱する必要があり、それを行

った。具体的には、社会的効用効果を含んだ

離散選択実験系を構築し、被験者の選択パタ

ーンから、最尤法を用いてパラメーターを推

計した。 

 

３． 研究の方法 

 

仮想的離散選択実験で、効用関数のパラメー

ターを推計した。これにより、「幸福の経済

学」で用いられる主観的満足度という情報が

ない状態で、直接効用関数の形状を推計する

ことが可能となった。この様にして得られた

効用関数パラメーターは、理論分析において

モデルの含意を検討するときに利用するこ

とが可能である。また、新しい実験パラダイ

ムで得られたパラメーターの性質と、従前の

主観的満足度を用いた社会的効用効果の推

計における結果を比較するテストも行った。 

 

４． 研究成果 

 

まず、主観的満足度のデータを用いる従前の

方法で、日本における社会的効用の強さを推

計した（下記、主な研究業績①）： 

 

幸福の経済学の文脈でよく知られた「イース

ターリンの逆説」，--賃金や所得の上昇が主

観的に報告された満足度の上昇を伴わない、

という観察—を国際経済労働研究所が提供す

る固有データを利用して再検証した。自己賃

金と参照群賃金、及び様々な個人属性を主観

的幸福度に回帰する“幸福度の回帰分析”か

ら得られた結論は、日本経済において、他者

の賃金に関する負の相対効用（妬み）が存在

するということである。ただし、その妬みの

効果はイースターリンの逆説を正当化する

ほど強いものではなく、自己賃金が主観的満

足度に与えるプラスの影響に対して、約半分

の影響しかもたない。この様な新しい結果が

得られた理由として、本研究の幸福度の回帰

分析においては、参照群の賃金水準の「主観

的かつ基数的」な情報が利用可能であったこ

とが重要である。これは幸福の経済学の先行

研究では全く利用できなかったものである。

サーベイによって被験者から引き出された

主観的な参照群賃金を「真の参照群賃金」と

捉えつつ、「真の参照群賃金」情報が利用可

能でないときに、他の代理変数を用いた相対

効用仮説の回帰分析でうまれるバイアスに

ついても分析した。さらに本研究では、古典

的な測定誤差モデルを拡張し、測定誤差を含

む２種類の参照群賃金の代理変数を用いた

簡便な操作変数法によって、回帰係数のバイ

アスがどの様に除去できるか明らかにした。

そして、実際に回帰分析を行い、その結果と

「真の参照群賃金」から得られた結果を比較

することで、先行研究の方法論を批判的に検

討した。 



次に、仮想離散選択実験の結果から、日本に

おける社会的効用の効用関数パラメーター

の分布を求めた（下記、主な研究業績②）： 

 

社会的効用仮説について仮想的離散選択実験

をもとに分析をおこった。主たる目的は相対

効用仮説の検証で支配的な幸福の経済学（及

び，本研究と同様に補助的な分析方法と考え

られる金銭報酬つき選択実験と，神経科学実

験）の手法上の問題点を克服する分析を行う

ことで、先行研究の発見を再検証、補強する

ことである。幸福の経済学との重要な手法上

の違いは、（１）批判の多い主観的幸福度の

データを用いる必要がないこと、（２）被験

者にとって、参照群の性質や、賃金水準、さ

らには自分とライバルの賃金格差が目に見え

る形で提示された状況で実験が行われるので、

（殆どの）幸福の経済学分析の様に参照群所

得の代理変数を人為的に作成する必要がなく、

相対効用を検証する実証分析としては、より

信頼できるデータを扱えること、の２点であ

る。サンプルが日本の人口統計的な特徴をと

らえるようにデザインされた大規模インター

ネット調査の結果より、被験者は日本の平均

賃金水準の上昇に対して、負の相対効用（妬

み）をもつことが確認された。ただし、その

妬みの効果はイースターリンの逆説を正当化

するほど強いものではなく、自己賃金が主観

的満足度に与えるプラスの影響に対して、半

分程度の負の影響しかもたないことが示され

た。これは上述の幸福の経済学分析の結果を

補強するものである。本研究が明らかにした

こととの他の例として、対象群がより高学歴

であると妬みの効果が強くなる一方、年齢が

高い他者との比較においては、利他的な相対

効用がうまれやすくなること、または男性に

とっても女性にとっても、男性がより強い妬

みの対象となることが挙げられる。さらに、

比較ベンチマークが友人である被験者にとっ

て、友人というライバルに対する比較意識の

分散が非常に大きく、約３割の被験者が利他

的な相対効用をもつ一方、比較ベンチマーク

が仕事関係者である被験者にとって、仕事関

係者というライバルに対して「一様に」妬み

を感じていることを明らかにした。これは、

被験者にとってのライバルの内観と、実際に

誰と比較するのかということが、ともに相対

効用の強度や方向性に影響を与えることを示

しており、社会の平均賃金と満足度の関係を

捉えるイースターリンの逆説が、「強い簡単

化」のもとで生まれていることを示している。 

最後に、仮想離散選択実験の結果から、日本

における社会的効用の効用関数パラメータ

ーの分布を推計することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図は、離散選択実験によって求められた、社

会的効用パラメーターの分布である。参照相

手が異なると社会的効用の効果も変化し、例

として「友人」との所得の比較においては、

約３割の被験者が利他的な効用パラメータ

ーをもつことが分かった。 
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